






































別記第１号様式（第２の２(2)及び(3)関係）

所有者等の探索の開始等の公告

下記２の土地は，表題部所有者不明土地（表題部所有者不明土地の登記及び

管理の適正化に関する法律（令和元年法律第１５号）第３条第１項に規定する

表題部所有者不明土地をいう ）であり，同項に基づく当該土地の所有者等の。

探索を行うので，同条第２項の規定により，公告する。

また，当該土地の利害関係人は，本日から同法第１５条第２項又は第１７条

後段の公告がされるまでの間，当該土地の所有者等（所有権又は共有持分が帰

属し，又は帰属していた自然人又は法人（法人でない社団又は財団を含む ）。

をいう ）について，下記６の提出先宛てに意見又は資料を提出することがで。

きるので，同法第４条後段の規定により，公告する。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 登記官

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項

３ 地目

４ 地積

５ 表題部所有者不明土地の登記記録の表題部の所有者欄に記録されている事

項

６ 意見又は資料の提出先



（複数の土地について同時に公告する場合）

所有者等の探索の開始等の公告

別紙に掲げる土地は，表題部所有者不明土地（表題部所有者不明土地の登記

及び管理の適正化に関する法律（令和元年法律第１５号）第３条第１項に規定

する表題部所有者不明土地をいう ）であり，同項に基づく当該土地の所有者。

等の探索を行うので，同条第２項の規定により，公告する。

また，当該土地の利害関係人は，本日から同法第１５条第２項又は第１７条

後段の公告がされるまでの間，当該土地の所有者等（所有権又は共有持分が帰

属し，又は帰属していた自然人又は法人（法人でない社団又は財団を含む ）。

をいう ）について，下記の提出先宛てに意見又は資料を提出することができ。

るので，同法第４条後段の規定により，公告する。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 登記官

記

意見又は資料の提出先



別紙

手続番号 表題部所有者不明土地に係る所在事項 地目 地積
表 題 部 所 有 者 不 明 土 地 の 登 記 記 録 の
表 題 部 の 所 有 者 欄 に 記 録 さ れ て い る 事 項



別記第２号様式（第２の２(2)及び(3)関係）

所有者等の探索の開始等について（お知らせ）

下記２の土地は，表題部所有者不明土地（表題部所有者不明土地の登記及び

管理の適正化に関する法律（令和元年法律第１５号）第３条第１項に規定する

表題部所有者不明土地をいう ）であり，同項に基づく当該土地の所有者等の。

探索を行うので，お知らせします。

また，当該土地の利害関係人は，本日から同法第１５条第２項又は第１７条

後段の公告がされるまでの間，当該土地の所有者等（所有権又は共有持分が帰

属し，又は帰属していた自然人又は法人（法人でない社団又は財団を含む ）。

をいう ）について，下記５の提出先宛てに意見又は資料を提出することがで。

きます。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 登記官

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項

３ 地目

４ 地積

５ 意見又は資料の提出先



（複数の土地について探索の開始等を同時に知らせる場合 ））

所有者等の探索の開始等について（お知らせ）

別紙に掲げる土地は，表題部所有者不明土地（表題部所有者不明土地の登記

及び管理の適正化に関する法律（令和元年法律第１５号）第３条第１項に規定

する表題部所有者不明土地をいう ）であり，同項に基づく当該土地の所有者。

等の探索を行うので，お知らせします。

また，当該土地の利害関係人は，本日から同法第１５条第２項又は第１７条

後段の公告がされるまでの間，当該土地の所有者等（所有権又は共有持分が帰

属し，又は帰属していた自然人又は法人（法人でない社団又は財団を含む ）。

をいう ）について，下記の提出先宛てに意見又は資料を提出することができ。

ます。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 登記官

記

意見又は資料の提出先



別紙

手続番号 表題部所有者不明土地に係る所在事項 地目 地積



別記第３号様式（第２の２(4)ア関係）

第 号

令和 年 月 日

長 殿

法務局 出張所

登記官 職印

表題部所有者不明土地の所有者等に関する情報の提供について（依頼）

表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令和元年法律

第１５号）第８条に基づき，下記の表題部所有者不明土地に関する○○台帳及

び○○台帳の写しの提供を依頼します。

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項

３ 地目

４ 地積

５ 表題部所有者不明土地の登記記録の表題部の所有者欄に記録されている事

項









別記第５号様式（第２の２(4)エ関係）

第 号

令和 年 月 日

（地方）法務局 登記官 殿

法務局 出張所

登記官 職印

表題部所有者不明土地の所有者等の特定のために必要な調査の嘱託につ

いて

表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令和元年法律

第１５号）第７条に基づき，下記の表題部所有者不明土地の関係者について，

同法第５条の調査を嘱託します。

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項

３ 地目

４ 地積

５ 表題部所有者不明土地の登記記録の表題部の所有者欄に記録されている事

項

６ 表題部所有者不明土地の関係者の住所及び氏名

(1) 住所

(2) 氏名

７ 調査事項



別記第６号様式（第２の２(4)エ関係）

第 号

令和 年 月 日

（地方）法務局 登記官 殿

法務局 出張所

登記官 職印

表題部所有者不明土地の所有者等に関する調書について

表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令和元年法律

第１５号）第７条に基づき，下記の表題部所有者不明土地の関係者について，

同法第５条の調査を行ったので，表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正

化に関する法律施行規則（令和元年法務省令第４２号）第４条に基づき，その

調査の結果を記録した調書を別添のとおり送付します。

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地の関係者の住所及び氏名

(1) 住所

(2) 氏名



別添

調書（事情聴取等） 手続番号 第 号

作成年月日

作成者

日時，対象者 概要

その他特記事項

／



別記第７号様式（第３の１(4)関係）

第 号

令和 年 月 日

会長 殿

（地方）法務局長

所有者等探索委員の候補者の推薦について（依頼）

表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令和元年法律

第１５号）第９条第２項の規定に基づき，所有者等探索委員を任命する必要が

ありますので，候補者○名を推薦願いたく依頼します。

なお，推薦に当たっては，別紙様式１の書面に所要事項を記載の上，別紙様

式２により作成した候補者の履歴書とともに提出願います。

※ 必要に応じ，所有者等の探索の対象となる地域又は所有者等の探索を行う

表題部所有者不明土地に係る情報を添付する。



別紙様式１

第 号

令和 年 月 日

（地方）法務局長

○ ○ ○ ○会長

所有者等探索委員の候補者の推薦について

令和 年 月 日付け第 号をもって依頼を受けた所有者等探索委

員の候補者として下記の者を推薦します。

記

番号 氏名 住所 生年月日



別紙様式２
履 歴 書

令和 年 月 日
ふりがな

写
氏 名 ㊞

真

生年月日 （昭・平） 年 月 日生（満 歳）
〒 TEL

現住所
〒 TEL

勤務先

携帯電話番号 メールアドレス

年 月 職歴

取得年月日 資格・免許等

健康状態

その他特筆すべき事項（所有者等探索に関する経験等）



別記第８号様式（第３の１(5)関係）

第 号

令和 年 月 日

市区町村長 殿

（地方）法務局長

所有者等探索委員の候補者の推薦について（依頼）

表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令和元年法律

第１５号）第９条第２項の規定に基づき，下記２の知識及び経験を有する所有

者等探索委員を任命する必要がありますので，下記１の土地について候補者を

推薦願いたく依頼します。

なお，推薦に当たっては，別紙様式１の書面に所要事項を記載の上，別紙様

式２により作成した候補者の履歴書とともに提出願います。

記

１ 表題部所有者不明土地に係る所在事項

２ 所有者等探索委員としての職務を行うのに必要な知識及び経験



別紙様式１

第 号

令和 年 月 日

（地方）法務局長

市区町村長

所有者等探索委員の候補者の推薦について

令和 年 月 日付け第 号をもって依頼を受けた所有者等探索委

員の候補者として下記の者を推薦します。

記

番号 氏名 住所 生年月日



別紙様式２
履 歴 書

令和 年 月 日
ふりがな

写
氏 名 ㊞

真

生年月日 （昭・平） 年 月 日生（満 歳）
〒 TEL

現住所
〒 TEL

勤務先

携帯電話番号 メールアドレス

年 月 職歴

取得年月日 資格・免許等

健康状態

その他特筆すべき事項（所有者等探索に関する知識及び経験等）



別記第９号様式（第３の１(6)関係）

人事異動通知書

（氏名） （現官職）

（異動内容）

所有者等探索委員に任命する。

令和 年 月 日

任命権者

（地方）法務局長 職印



別記第１０号様式（第３の２(2)関係）

人事異動通知書

（氏名） （現官職）

所有者等探索委員

（異動内容）

令和 年 月 日辞職を承認する。

令和 年 月 日

任命権者

（地方）法務局長 職印



別記第１１号様式（第３の３(5)関係）

第 号

令和 年 月 日

殿

（地方）法務局長 職印

所有者等探索委員の指定について

表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令和元年法律

第１５号）第１１条第２項の規定により，下記の同法第３条第１項の所有者等

の探索の手続について，所有者等探索委員に指定する。

記

所有者等の探索の手続の表示

手続番号 第 号

対象土地



別記第１２号様式（第３の３(5)関係）

第 号

令和 年 月 日

殿

（地方）法務局長 職印

所有者等探索委員の指定の取消しについて

下記の表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令和元

年法律第１５号）第３条第１項の所有者等の探索の手続について，所有者等探

索委員の指定を取り消す。

記

所有者等の探索の手続の表示

手続番号 第 号

対象土地



別記第１３号様式（第３の４(2)関係）

（所有者等探索委員の身分証明書）

（表面）

第 号

身 分 証 明 書

写 真 （地方）法務局

所有者等探索委員 氏 名

年 月 日 生

上記の者は， （地方）法務局の所有者等探索委員であることを証明する。

令和 年 月 日

（地方）法務局長 何 某 印

（裏面）

注意事項

１ この証明書は，他人に貸与し，預け入れ，又は譲り渡してはならない。

２ この証明書は，新たな証明書の交付を受けたとき又は退任し若しくは辞任したときは，直ちに発行者に返還しなければならない。

３ この証明書を破損し，又は紛失したときは，直ちに発行者に届け出なければならない。

表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令和元年法律第１５号）抜粋

第５条 登記官は、第３条第１項の探索のため、表題部所有者不明土地又はその周辺の地域に所在する土地の実地調査をすること、表題部所有者不明土地の所有者、占有者その他の関係者からその知って

いる事実を聴取し又は資料の提出を求めることその他表題部所有者不明土地の所有者等の探索のために必要な調査をすることができる。

第６条（立入調査） 法務局又は地方法務局の長は、登記官が前条の規定により表題部所有者不明土地又はその周辺の地域に所在する土地の実地調査をする場合において、必要があると認めるときは、そ

の必要の限度において、登記官に、他人の土地に立ち入らせることができる。

２ 法務局又は地方法務局の長は、前項の規定により登記官を他人の土地に立ち入らせようとするときは、あらかじめ、その旨並びにその日時及び場所を当該土地の占有者に通知しなければならない。

３ 第１項の規定により宅地又は垣、柵等で囲まれた他人の占有する土地に立ち入ろうとする登記官は、その立入りの際、あらかじめ、その旨を当該土地の占有者に告げなければならない。

４ 日出前及び日没後においては、土地の占有者の承諾があった場合を除き、前項に規定する土地に立ち入ってはならない。

５ 土地の占有者は、正当な理由がない限り、第１項の規定による立入りを拒み、又は妨げてはならない。

６ 第１項の規定による立入りをする場合には、登記官は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。

７ 国は、第１項の規定による立入りによって損失を受けた者があるときは、その損失を受けた者に対して、通常生ずべき損失を補償しなければならない。

第１２条 所有者等探索委員による調査への準用） 第５条及び第６条の規定は、所有者等探索委員による前条第１項の調査について準用する。この場合において、第６条第１項中「登記官に」とあるの

は「所有者等探索委員又は第１１条第３項の職員 以下この条において「所有者等探索委員等」という）に」と、同条第２項、第３項及び第６項中「登記官」とあるのは「所有者等探索委員等」と読み。

替えるものとする。

第３４条 第６条第５項（第１２条において準用する場合を含む）の規定に違反して、第６条第１項（第１２条において準用する場合を含む）の規定による立入りを拒み、又は妨げた者は、３０万円以。 。

下の罰金に処する。

















別記第１６号様式（第４の１(5)関係）

所有者特定書

手続番号 第 号

対象土地 何市区郡何町村大字何字何何番

上記対象土地について （所有者等探索委員○○○○の意見を踏まえ ）次， ，

のとおり表題部所有者として登記すべき者（ケース①； を特定する ，ケ「 。」

ース②； を特定することができない ，ケース③； の一部を特定すること「 。」 「

ができない 。。」）

なお 所有者等探索委員○○○から別添のとおり意見が提出されている 当， （

該意見が提出された場合 。）

結 論

理 由

令和 年 月 日

（地方）法務局（支局又は出張所）

登記官



別記第１７号様式（第４の１(5)関係）

登記簿上の住所

出生  昭和20年2月2日

○○県○○市○○１丁目１番１号

○○県○○市○○１丁目１００番

○○県○○市○○１丁目１番１号

（被相続人）

甲野 太郎

最後の本籍

死亡  （長男）

甲野 二郎

住所

住所

最後の住所

○○県○○市○○２丁目２番２号

出生  昭和15年1月1日

乙野 竹雄

昭和42年4月4日

○○県○○市○○３丁目３番３号

死亡 平成20年5月5日

昭和46年1月1日

○○県○○市○○３丁目３番３号

乙野 梅雄

住所

出生 平成10年7月7日

住所

出生

（夫）

（長女）

（二男）

住所

出生 昭和46年6月6日

（長男）

甲野 花子

昭和40年3月3日

○○県○○市○○１丁目１番１号

甲野 一郎

被相続人 甲野太郎 法定相続人情報

出生

○○県○○市○○４丁目４番４号乙野 松子

出生  

昭和63年1月1日

（妻）



別記第１８号様式（第４の１(6)関係 （更正書））

更 正 書

手続番号

表題部所有者不明土地に係る所在事項

更正の内容

所有者特定書中何頁何行目の「 」を「 」に更正する。

令和 年 月 日

（地方）法務局

登記官 職印



別記第１９号様式（第４の２(1)関係）

（法第１４条第１項第１号に掲げる場合）

表題部所有者の登記をしようとする旨の公告

下記２の土地について，表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関

する法律（令和元年法律第１５号）第１５条第１項の規定による登記を下記６

及び７（注：当該表題部所有者不明土地が数人の共有に属する場合に限る ）。

のとおり行う予定であるので，同条第２項の規定により，公告する。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 登記官

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項

３ 地目

４ 地積

５ 表題部所有者不明土地の登記記録の表題部の所有者欄に記録されている事

項

６ 表題部所有者として登記すべき者の氏名又は名称及び住所

７ ６の共有持分（注：当該表題部所有者不明土地が数人の共有に属する場合

に限る ）。



（法第１４条第１項第２号に掲げる場合）

表題部所有者の登記をしようとする旨の公告

下記２の土地について，表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関

する法律（令和元年法律第１５号）第１５条第１項の規定による登記を下記５

及び６のとおり行う予定であるので，同条第２項の規定により，公告する。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 登記官

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項

３ 地目

４ 地積

５ 抹消する登記事項（表題部所有者不明土地の登記記録の表題部の所有者欄

に記録されている事項）

６ 登記すべき事項

（注：別紙記録例中の法第１４条第１項第４号イ又はロのそれぞれの場合

に対応した登記すべき事項を記載）



（法第１４条第１項第３号に掲げる場合）

表題部所有者の登記をしようとする旨の公告

下記２の土地について，表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関

する法律（令和元年法律第１５号）第１５条第１項の規定による登記を下記５

及び６のとおり行う予定であるので，同条第２項の規定により，公告する。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 登記官

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項

３ 地目

４ 地積

５ 抹消する登記事項（表題部所有者不明土地の登記記録の表題部の所有者欄

に記録されている事項）

６ 登記すべき事項

（注：別紙記録例中の法第１４条第１項第４号イ又はロのそれぞれの場合

に対応した登記すべき事項を記載）



別記第２０号様式（第４の２(1)関係）

（法第１４条第１項第１号に掲げる場合）

表題部所有者の登記のお知らせ

下記２の土地について，表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関

する法律（令和元年法律第１５号）第１５条第１項の規定による登記を下記５

及び６（注：当該表題部所有者不明土地が数人の共有に属する場合に限る ）。

のとおり行う予定ですので，お知らせします。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 登記官

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項

３ 地目

４ 地積

（表題部所有者として登記すべき者が自然人以外である場合）

５ 表題部所有者として登記すべき者の名称及び住所

６ ５の共有持分（注：当該表題部所有者不明土地が数人の共有に属する場合

に限る ）。



（法第１４条第１項第２号に掲げる場合）

表題部所有者の登記のお知らせ

下記２の土地について，表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関

する法律（令和元年法律第１５号）第１５条第１項の規定による登記を下記５

及び６のとおり行う予定ですので，お知らせします。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 登記官

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項

３ 地目

４ 地積

５ 抹消する登記事項

表題部所有者不明土地の登記記録の表題部の所有者欄に記録されている事

項

６ 登記すべき事項

（注：別紙記録例中の法第１４条第１項第４号イ又はロのそれぞれの場合

に対応した登記すべき事項を記載）



（法第１４条第１項第３号に掲げる場合）

表題部所有者の登記のお知らせ

下記２の土地について，表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関

する法律（令和元年法律第１５号）第１５条第１項の規定による登記を下記５

及び６のとおり行う予定ですので，お知らせします。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 登記官

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項

３ 地目

４ 地積

５ 抹消する登記事項

表題部所有者不明土地の登記記録の表題部の所有者欄に記録されている事

項

６ 登記すべき事項

（注：別紙記録例中の法第１４条第１項第４号イ又はロのそれぞれの場合

に対応した登記すべき事項（表題部所有者不明土地の表題部として登記すべ

き者（自然人である場合に限る ）の氏名及び住所並びに表題部所有者不明。

土地の表題部として登記すべき者全員の共有持分を除いた事項）を記載）



別記第２１号様式（第４の２(3)関係）

表題部所有者の登記をした旨の公告

下記２の土地について，表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関

する法律（令和元年法律第１５号）第１５条第１項に規定する登記を行ったの

で，第１６条の規定により，公告する。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 登記官

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項



別記第２２号様式（第４の２(4)関係）

第 号

令和 年 月 日

殿

法務局 出張所

登記官 職印

表題部所有者不明土地の表題部所有者の登記について（通知）

表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令和元年法律

第１５号）第１５条第１項に基づき，下記の表題部所有者不明土地の登記記録

の表題部の所有者欄に表題部所有者の登記を行ったので，表題部所有者不明土

（ ）地の登記及び管理の適正化に関する法律施行規則 令和元年法務省令第４２号

第１２条第１項に基づき，通知します。

なお，この処分に不服があるときは，いつでも，当職を経由して，○○法務

， （ ）。局長に対し 審査請求をすることができます 不動産登記法第１５６条第１項

おって，この処分につき取消しの訴えを提起しようとする場合には，この処

分の通知を受けた日から６月以内（通知を受けた日の翌日から起算します ）。

に，国を被告として（訴訟において国を代表する者は法務大臣となります ，。）

提起しなければなりません（なお，処分の通知を受けた日から６月以内であっ

ても，処分の日から１年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することがで

きなくなりますので御注意ください 。ただし，処分の通知を受けた日の翌日。）

から起算して６月以内に審査請求をした場合には，処分の取消しの訴えは，そ

の審査請求に対する裁決の送達を受けた日から６月以内（送達を受けた日の翌

日から起算します ）に提起しなければならないこととされています。。

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項

３ 表題部所有者として登記すべき者の氏名又は名称及び住所

４ ３の共有持分（法第１４条第１項後段の特定をした場合に限る ）。



（参照条文）

○ 表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律（令和元年法

律第１５号）

（表題部所有者の登記）

第１５条 登記官は，所有者等の特定をしたときは，当該所有者等の特定に

係る表題部所有者不明土地につき，職権で，遅滞なく，表題部所有者の登

記を抹消しなければならない。この場合において，登記官は，不動産登記

法第２７条第３号の規定にかかわらず，当該表題部所有者不明土地の表題

部に，次の各号に掲げる所有者等の特定の区分に応じ，当該各号に定める

事項を登記するものとする。

一 前条第１項第１号に掲げる場合当該表題部所有者不明土地の表題部所

有者として登記すべき者の氏名又は名称及び住所（同項後段の特定をし

た場合にあっては，その共有持分を含む ）。

二 前条第１項第２号に掲げる場合その旨（同項後段の特定をした場合に

あっては，その共有持分を含む ）。

三 前条第１項第３号に掲げる場合当該表題部所有者不明土地の表題部所

有者として登記すべき者がある共有持分についてはその者の氏名又は名

称及び住所（同項後段の特定をした場合にあって，その共有持分を含

む ，表題部所有者として登記すべき者がない共有持分についてはその。）

旨（同項後段の特定をした場合にあっては，その共有持分を含む ）。

四 前条第１項第４号に掲げる場合次のイ又はロに掲げる同号の事由の区

分に応じ，当該イ又はロに定める事項

イ 前条第１項第４号イに掲げる場合その旨

ロ 前条第１項第４号ロに掲げる場合その旨

２ （略）

○ 表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関する法律施行規則（令

和元年法務省令第４２号）

（登記後の通知等）

第１２条 登記官は，法第１５条第１項第１号又は第３号に定める事項を登

記したときは，表題部所有者又はその相続人その他の一般承継人であって

知れているものに対し，登記が完了した旨を通知しなければならない。

２・３ （略）



別記第２３号様式（第５の３関係）

所有者等の探索，所有者等の特定及び登記に係る手続を中止する旨の公

告

下記２の土地について，表題部所有者不明土地の登記及び管理の適正化に関

する法律（令和元年法律第１５号）第１７条の規定により，所有者等の探索，

所有者等の特定及び登記に係る手続を中止したので，同条後段の規定により，

公告する。

令和何年何月何日 何法務局何出張所 登記官

記

１ 手続番号

２ 表題部所有者不明土地に係る所在事項



別記第２４号様式（第６の３関係 （表紙））

手続番号 第 号

所有者特定書等つづり込み帳

法務局 出張所



別記第２５号様式（第６の３関係 （目録 （資料）） ）

手続番号 第 号

提出者（ ）

資料目録（職権）

（ ， ， ）番号 資料の標目 備考 入手先 入手年月日 還付年月日等



別記第２５号様式（６の３関係 （意見・資料））

手続番号 第 号

提出者（ ）

意見等目録（利害関係人提出）

（提出年月日，還付年月日等）番号 意見・資料の標目 備考



別記第２５号様式（６の３関係 （その他参考資料））

手続番号 第 号

提出者（ ）

資料目録（職権）

（ ， ， ）番号 資料の標目 備考 入手先 入手年月日 還付年月日等



- 1 -

第１ 氏名（単有）のみの土地（表題部の所有者欄に氏名のみが記録され，その住所の記録がない土地）
【解消前】

表 題 部 （土地の表示） 調製 平成１２年６月２６日 不動産番号 １２３４５６７８９０１２３

地図番号 余 白 筆界特定 余 白

所 在 甲市乙町一丁目 余 白

① 地 番 ② 地 目 ③ 地 積 ㎡ 原因及びその日付〔登記の日付〕

１００番 墓地 １００ 余 白

余 白 余 白 余 白 昭和６３年法務省令第３７号附則第２条第
２項の規定により移記
平成１２年６月２６日

所 有 者 法務太郎

【解消後】
１－１ 表題部所有者として登記すべき者があるとき（本人）（第１５条第１項第１号）

所 有 者 法務太郎
甲市乙町一丁目１番 法務太郎
手続番号 第５１００－２０２０－０００１号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

１－２ 表題部所有者として登記すべき者があるとき（過去の所有者）（第１５条第１項第１号）

所 有 者 法務太郎
甲市乙町一丁目１番 法務太郎〔昭和○年○月○日当時〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００２号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

１－３ 表題部所有者として登記すべき者があるとき（法人でない社団等）（第１５条第１項第１号）

所 有 者 法務太郎
甲市乙町二丁目１番 人権 守〔法人でない社団（又は財団）代表者（又は管理者）〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００３号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

２－１ 表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第２号）
所有者等を特定することができないとき（第１５条第１項第４号イ）
（虚無人名義又は明治５年式戸籍に記載されていると思われる者の場合）
※ 明治５年式戸籍は，明治５年２月１日から明治１９年１０月１５日までの間に作られた。以下同じ。

所 有 者 法務太郎
表題部所有者として登記すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号イ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００４号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

２－２ 表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第２号）
法人でない社団等に属し，又は属していた場合であって，表題部所有者として登記すべき者を特定することができない

とき（第１５条第１項第４号ロ）

所 有 者 法務太郎
表題部所有者として登記すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号ロ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００５号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記



- 2 -

第２ 氏名（共有）のみの土地
【解消前】

表 題 部 （土地の表示） 調製 平成１２年６月２６日 不動産番号 １２３４５６７８９０１２３

地図番号 余 白 筆界特定 余 白

所 在 甲市乙町一丁目 余 白

① 地 番 ② 地 目 ③ 地 積 ㎡ 原因及びその日付〔登記の日付〕

１００番 墓地 １００ 余 白

余 白 余 白 余 白 昭和６３年法務省令第３７号附則第２条第
２項の規定により移記
平成１２年６月２６日

所 有 者 法務太郎 訟務一郎

【解消後】
１－１ 表題部所有者として登記すべき者があるとき（本人）（第１５条第１項第１号）

所 有 者 法務太郎 訟務一郎
甲市乙町一丁目１番 持分２分の１ 法務太郎
甲市乙町二丁目７番 持分２分の１ 訟務一郎
手続番号 第５１００－２０２０－０００１号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

１－２ 表題部所有者として登記すべき者があるとき（過去の所有者）（第１５条第１項第１号）

所 有 者 法務太郎 訟務一郎
甲市乙町一丁目１番 持分２分の１ 法務太郎〔昭和○年○月○日当時〕
甲市乙町二丁目７番 持分２分の１ 訟務一郎〔昭和○年○月○日当時〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００２号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

１－３ 表題部所有者として登記すべき者があるとき（法人でない社団等）（第１５条第１項第１号）

所 有 者 法務太郎 訟務一郎
甲市乙町二丁目１番 人権 守〔法人でない社団（又は財団）代表者（又は管理者）〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００３号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

２－１ 表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第２号）
所有者等を特定することができないとき（第１５条第１項第４号イ）
（虚無人名義又は明治５年式戸籍に記載されていると思われる者の場合）

所 有 者 法務太郎 訟務一郎
表題部所有者として登記すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号イ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００４号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

２－２ 表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第２号）
法人でない社団等に属し，又は属していた場合であって，表題部所有者として登記すべき者を特定することができない

とき（第１５条第１項第４号ロ）

所 有 者 法務太郎 訟務一郎
表題部所有者として登記すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号ロ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００５号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

３－１ 数人の共有に属する場合において，表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第３号）
所有者等を特定することができないとき（第１５条第１項第４号イ）

所 有 者 法務太郎 訟務一郎
甲市乙町一丁目９９番 持分２分の１ 法務太郎〔昭和○年○月○日当時〕
持分２分の１ 表題部所有者として記録すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号イ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００６号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記
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３－２ 数人の共有に属する場合において，表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第３号）
法人でない社団等に属し，又は属していた場合であって，表題部所有者として登記すべき者を特定することができない

とき（第１５条第１項第４号ロ）

所 有 者 法務太郎 訟務一郎
甲市乙町一丁目９９番 持分２分の１ 法務太郎〔昭和○年○月○日当時〕
持分２分の１ 表題部所有者として記録すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号ロ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００７号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記
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第３ 記名共有地（表題部の所有者欄に「Ａ外２名」と記録され，Ａの住所並びに他の共有者の氏名住所の記録がない土地）
【解消前】

表 題 部 （土地の表示） 調製 平成１２年６月２６日 不動産番号 １２３４５６７８９０１２３

地図番号 余 白 筆界特定 余 白

所 在 甲市乙町一丁目 余 白

① 地 番 ② 地 目 ③ 地 積 ㎡ 原因及びその日付〔登記の日付〕

１００番 墓地 １００ 余 白

余 白 余 白 余 白 昭和６３年法務省令第３７号附則第２条第
２項の規定により移記
平成１２年６月２６日

所 有 者 法務太郎外２名

【解消後】
１－１ 表題部所有者として登記すべき者があるとき（本人）（第１５条第１項第１号）

所 有 者 法務太郎外２名
甲市乙町一丁目１番 持分３分の１ 法務太郎
甲市乙町一丁目２番 持分３分の１ 法務二郎
甲市乙町一丁目３番 持分３分の１ 法務三郎
手続番号 第５１００－２０２０－０００１号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

１－２ 表題部所有者として登記すべき者があるとき（過去の所有者）（第１５条第１項第１号）

所 有 者 法務太郎外２名
甲市乙町一丁目１番 持分３分の１ 法務太郎〔昭和○年○月○日当時〕
甲市乙町一丁目２番 持分３分の１ 法務二郎〔昭和○年○月○日当時〕
甲市乙町一丁目３番 持分３分の１ 法務三郎〔昭和○年○月○日当時〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００２号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

１－３ 表題部所有者として登記すべき者があるとき（法人でない社団等）（第１５条第１項第１号）

所 有 者 法務太郎外２名
甲市乙町二丁目１番 人権 守〔法人でない社団（又は財団）代表者（又は管理者）〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００３号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

２－１ 表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第２号）
所有者等を特定することができないとき（第１５条第１項第４号イ）
（虚無人名義又は明治５年式戸籍に記載されていると思われる者の場合）

所 有 者 法務太郎外２名
表題部所有者として登記すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号イ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００４号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

２－２ 表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第２号）
法人でない社団等に属し，又は属していた場合であって，表題部所有者として登記すべき者を特定することができない

とき（第１５条第１項第４号ロ）

所 有 者 法務太郎外２名
表題部所有者として登記すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号ロ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００５号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

３－１ 数人の共有に属する場合において，表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第３号）
所有者等を特定することができないとき（第１５条第１項第４号イ）

所 有 者 法務太郎外２名
甲市乙町一丁目１番 持分３分の１ 法務太郎
持分３分の２ 表題部所有者として記録すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号イ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００６号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記
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３－２ 数人の共有に属する場合において，表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第３号）
法人でない社団等に属し，又は属していた場合であって，表題部所有者として登記すべき者を特定することができない

とき（第１５条第１項第４号ロ）

所 有 者 法務太郎外２名
甲市乙町一丁目１番 持分３分の１ 法務太郎
持分３分の２ 表題部所有者として記録すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号ロ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００７号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記
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第４ 字持地（表題部の所有者欄に大字などの名義で記録されている土地）
【解消前】

表 題 部 （土地の表示） 調製 平成１２年６月２６日 不動産番号 １２３４５６７８９０１２３

地図番号 余 白 筆界特定 余 白

所 在 甲市乙町一丁目 余 白

① 地 番 ② 地 目 ③ 地 積 ㎡ 原因及びその日付〔登記の日付〕

１００番 墓地 １００ 余 白

余 白 余 白 余 白 昭和６３年法務省令第３７号附則第２条第
２項の規定により移記
平成１２年６月２６日

所 有 者 大字霞ヶ関

【解消後】
１－１ 表題部所有者として登記すべき者があるとき（市町村又は財産区の場合）（第１５条第１項第１号）

【全部判明型 類型Ⅰ（法人でない社団等以外の者）】

所 有 者 大字霞ヶ関
東京都千代田区（又は大字霞が関財産区）
手続番号 第５１００－２０２０－０００１号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

１－２ 表題部所有者として登記すべき者があるとき（過去の所有者）（第１５条第１項第１号）
【全部判明型 類型Ⅱ（法人でない社団等以外の者・過去の所有者）】

所 有 者 大字霞ヶ関
甲市乙町一丁目１番 持分３分の１ 法務太郎〔昭和○年○月○日当時〕
甲市乙町一丁目２番 持分３分の１ 法務二郎〔昭和○年○月○日当時〕
甲市乙町一丁目３番 持分３分の１ 法務三郎〔昭和○年○月○日当時〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００２号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

１－３ 表題部所有者として登記すべき者があるとき（法人でない社団等）（第１５条第１項第１号）
【全部判明型 類型Ⅲ（法人でない社団等・代表者判明）】

所 有 者 大字霞ヶ関
甲市乙町二丁目１番 人権 守〔法人でない社団（又は財団）代表者（又は管理者）〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００３号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

２－１ 表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第２号）
所有者等を特定することができないとき（第１５条第１項第４号イ）

【全部不明型 類型Ⅰ】 →特定不能土地等管理命令（第１９条）

所 有 者 大字霞ヶ関
表題部所有者として登記すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号イ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００４号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

２－２ 表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第２号）
法人でない社団等に属し，又は属していた場合であって，表題部所有者として登記すべき者を特定することができない

とき（第１５条第１項第４号ロ）
【全部不明型 類型Ⅱ】 →特定社団等帰属土地等管理命令（第３０条）

所 有 者 大字霞ヶ関
表題部所有者として登記すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号ロ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００５号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

３－１ 数人の共有に属する場合において，表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第３号）
所有者等を特定することができないとき（第１５条第１項第４号イ）

【混在型 類型Ⅰ】 →（法務太郎共有持分以外）特定不能土地等管理命令（第１９条）

所 有 者 大字霞ヶ関
甲市乙町一丁目１番 持分３分の１ 法務太郎
持分３分の２ 表題部所有者として記録すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号イ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００６号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記

３－２ 数人の共有に属する場合において，表題部所有者として登記すべき者がないとき（第１５条第１項第３号）
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法人でない社団等に属し，又は属していた場合であって，表題部所有者として登記すべき者を特定することができない
とき（第１５条第１項第４号ロ）

【混在型 類型Ⅱ】 →（法務太郎共有持分以外）特定社団等帰属土地等管理命令（第３０条）

所 有 者 大字霞ヶ関
甲市乙町一丁目１番 持分３分の１ 法務太郎
持分３分の２ 表題部所有者として記録すべき者がない〔令和元年法律第１５号第１４条第１項第４号ロ〕
手続番号 第５１００－２０２０－０００７号
令和元年法律第１５号第１５条の規定により令和２年２月１日登記




